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会社及び事業概要
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会社概要 4

会社情報

上場市場区分
• 東証グロース市場
• 証券コード 4397

沿⾰
1996年 創業
2011年 Salesforceとパートナーシップ
     によるSaaSの提供開始
2018年 東証マザーズ市場に上場
2023年 創業者よりCEO交代

社員数   212名（2026年8⽉末現在）

監査法⼈   EY新⽇本有限責任監査法⼈
決算期   8⽉決算

キャリアと経験

創業者と代表者

創業者 荻島 浩司
2023年11⽉代表取締役CEO退任

代表者 道下 和良（みちしたかずよし）

2023年11⽉代表取締役CEO就任

交代

LINE
LINE WORKS
執行役員等  

WalkMe
代表取締役社長

Salesforce
常務執行役員

Oracle
CRM/HCM事業本部長
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チームスピリットの事業概要 5

勤怠や⼯数の⼊⼒ データ化

⼯数管理勤怠管理 労務管理

安否確認
パルスサーベイ経費精算 タレントマネジメント

データ活⽤

労働法制
の順守

給与や請求への
データ連携

分析と
⽣産性向上

⼈材活⽤
組織強化

勤怠管理や⼯数管理等の業務アプリをSaaS形態で提供し、企業の法令対応や業務⽣産性の向上に貢献します
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6チームスピリット製品のご利⽤形態

レポート
ダッシュボード

従業員の活動情報を
定量的に可視化

経費精算勤怠管理 安否確認⼯数管理 タレント
マネジメント

基幹業務システム
（ERP等）

給与計算

財務会計

原価管理

管理会計

後⼯程業務への

業務・データ連携

⽇々の業務利⽤を通じて
活動データ

(ワークログ)を記録

各データから
インサイトを獲得

すべての従業員
（ユーザー）

マネージャー
本社スタッフ

担当者

セルフマネジメント
適切なコーチング

労務管理

⽣産性の⾼い働き⽅
を⽣み出す好循環

Team Success Platform

請求管理

Built on Salesforce Platform

業務アプリをSaaS形態でご利⽤いただいております
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チームスピリットが⽬指す未来と提供する製品と価値 7

ミッションとビジョン

働くを変え、

チームの⼒を解き放つ

チームの成功を⽀える

プラットフォームになる

Mission Vision

少⼦⾼齢化による労働需給ギャップも
AIとの協働と働き⽅を変えることで克服できる未来

提供する製品と価値

労務

勤怠

⼯数

PCログ
AI解析

業務の改善
効率化

チーム⼒の
強化

データとAIの活⽤

Team Success Platform

AIシフト
エージェント

プロジェクト
マネジメント

経費精算

⽬標設定
評価

要員計画
組織変更

⼈材可視化/
ワークログ

分析

パルス
サーベイ

・
安否確認

プロジェクト
原価管理

働く⼈とAIの協働をチームの⼒として最⼤化するSaaSを

Team Success Platformとして提供します

採用・育成

スキル管理
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ビジネスモデルと強み

02
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Salesforce Platformで
SaaS（業務アプリ）を開発・提供チームスピリットの収益構造

75％がストック型収益の
リカーリングレベニューで安定的な収益構造

企業向けIT（B2B）最⼤のApp StoreであるAppExchange

85 %

リカーリングレベニュー
（ストック型収益）

9チームスピリットの収益構造と製品提供基盤

AppExchangeで⽇本No.1の累計販売実績

24.4%

スポット収益

75.6 %

リカーリングレベニュー
（ストック型収益）

2026年8月期

売上  60 億円

Salesforce社のプラットフォーム上でSaaSをサブスクリプションモデルで提供
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チームスピリットの競合優位性

「チームスピリットだからできること」が存在

出退勤時間を記録する
（勤怠管理）

競合他社の範囲

チームスピリットだからできる範囲（＝競合優位性）

仕事時間の詳細を記録する
（⼯数管理）

業務改善にデータ活⽤する
（ワークログの活⽤）

10
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エンタープライズを中⼼に築くユニークなポジション

• 国内HR SaaS
• 国内バックオフィス

SaaS

HR SaaS市場 勤怠管理市場

エ
ン

タ
ー

プ
ラ

イ
ズ

外資ERP SaaS

• 国内タレマネ SaaS
• 国内従業員エンゲージメントSaaS

外資タレマネSaaS

ス
モ

ー
ル

・
ミ

ッ
ド

ミッションクリティカル

ポイントソリューション

エ
ン

タ
ー

プ
ラ

イ
ズ

ス
モ

ー
ル

・
ミ

ッ
ド

SaaS / クラウド

オンプレミス（所有型システム）

• 国内HR SaaS
• 国内バックオフィスSaaS

国内オンプレ企業

エンタープライズのミッションクリティカル
という難易度⾼く、競合が少ない領域に注⼒

旧来から所有のオンプレミス型が多い市場に
SaaS化の追い⾵を受けて市場浸透中

11
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エンタープライズ市場で参⼊障壁を構築

エンタープライズに
特化した製品群

（機能と性能）

Salesforce Platformの
⾼い信頼性と拡張性

⽇本特有の法制度
への対応

グローバルトップ企業
との強固な協業関係

国内SaaS提供企業外資ERPベンダー企業

SaaS他社が容易には成し得ない”エンタープライズ領域”での参⼊障壁を築いています

12
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エンタープライズで なぜ？ どのように？ 戦うのか

市場の魅⼒ 製品とチームの競合優位性 アライアンスの積極推進

13

約 64％

大企業

中堅企業

約21％

中小企業

約15％

ソフトウェア

投資額合計

約7兆円

64％を占める⼤きな投資規模

⻑期間の利⽤傾向と拡⼤余地

エンタープライズ特化の製品

➢ 万単位のユーザー規模

➢ グループ企業対応

➢ 周辺システムとの連携

プロジェクトと法令や実運⽤
を知る専⾨性⾼いチーム

エンタープライズに強い各社に
パートナーとして選ばれる存在

SAPは”第⼀推奨”の勤怠管理に
チームスピリットを選定

（2024年3⽉ EnterpriseZine記事）
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14チームスピリットのお客様
エンタープライズ企業を中⼼に多種多様な業界でご利⽤が進み、ユーザーは80万⼈⽬前まで拡⼤

ご利⽤ユーザー数：70万 以上 ご利⽤社数：2,200 社 以上

New

エンタープライズ

ミッド

従業員200～999名

従業員
1,000名以上

44.1万
（56%）

23.5万
（30%）

11.4万
（14%）

契約ライセンス数

スモール

従業員～199名

（注）

（注）ライセンス契約締結後の導⼊プロセス中のお客様につきロゴではなく名称のみのご紹介になります
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チームスピリットのお客様への貢献事例 15

多様な働き⽅の実現 ⽣産性の向上

ミツカングループ様「⾃考⾃動」の企業⽂化醸成

働きやすい環境づくりを
多様な働き⽅の制度化で実現

個⼈向けダッシュボード
による⾃⼰管理の実施

LIFULL様 ⼯数データ活⽤による業務改善と⽣産性向上

ワークログ（⼯数データ）を全社活⽤し、チーム内でマネージャー
とメンバーが⽇々の1on1を通じて継続的な業務改善を実施

勤怠実績 ワークログ取得 ⾏動の改善

総労働時間

その他時間

成果達成に
繋がる時間

その他時間

成果達成に
繋がる時間

業務効率化

拡⼤

効率化

分解
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成⻑戦略と中⻑期ビジョン
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40年に⼀度の労働基準法の⼤改正に向けた議論が進⾏中

エンタープライズ領域で培った競争優位性が、より発揮しやすくなる⽅向です

労働時間法制 多様な働き⽅の整備

厚⽣労働省の研究会で審議されている改正テーマ

• 企業による労働時間情報開⽰
• フレックスタイム制の改善
• 勤務インターバル制度
• 連続勤務の制限（14⽇以上）
• 法定休⽇の特定
• 週44時間特例措置の撤廃

• 「事業」概念の検討
• 副業・兼業の割増賃⾦の通算制
• 管理監督者等の健康確保
• 年次有給休暇取得時賃⾦
• つながらない権利
• 家事使⽤⼈への労基法の適⽤

• 時間外労働上限規制⾒直し
• ⻑時間労働是正の総合対策
• 割増賃⾦制度の⾒直し

• 労働者性判断基準
• 柔軟な働き⽅制度
• 年次有給休暇制度全般の整備
• テレワーク時みなし労働時間制

短期

27年施⾏
可能性⼤

中⻑期
27年以降

https://www.asahi.com/articles/ASS4R3DBVS4RULFA01NM.html

出典：「労基法⼤改正 戦略レポート」iU組織研究機構 松井勇策⽒ を参考に当社で作成

17労働基準法⼤改正への対応⽅針
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チームスピリットの基本戦略

エンタープライズ戦略

製 品 A 製 品 B

マルチプロダクト展開

更なる市場浸透

強いコアプロダクト(＝勤怠管理)で
「更なる市場浸透」を実現する

マルチプロダクト戦略

コアプロダクトを軸にスピーディに
「マルチプロダクト展開」を⾏う

エンタープライズ市場

スモール・ミッド市場

誰に対して

Go-To Market 戦略
何を売るのか

プロダクト戦略

勤 怠 管 理

マルチプロダクトを
スモール・ミッド市場の

既存顧客を中⼼に販売展開

勤 怠 管 理

Team Success Platform

18
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チームスピリットの成⻑戦略：中⻑期ビジョン（5ヵ年）
2030年にARR 100億円・営業利益率20%を達成し、Rule of 40%*を満たすことを⽬指します

勤怠管理「揺るがないニーズ」
• 40年ぶりといわれる労働基準法の

⼤改正に向けた積極対応

成⻑戦略の最⼤のドライバー
• 40年ぶりといわれる労働基準法の

⼤改正に向けた積極対応
• パートナーアライアンスの強化

⽇本⼈が得意な「チーム⼒」の強化
にフォーカス（タレマネ等）

M&A等を活⽤したARR伸⻑の上乗せ

祖業であるスモール・ミッド領域の勤怠管理

成⻑ドライバーである
エンタープライズ事業

新規開発製品

M&A等

2030年

ARR 100億円 成⻑戦略

マルチプロダクト戦略

エンタープライズ戦略

注: * ARR成⻑率と営業利益率の合計が40％超となるSaaS企業における指標

19
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● 中⻑期ビジョン及び中期経営計画の変更は、現時点では不要と判断している

● 売上も利益拡⼤もこれまで⽐較的順調に進捗してきた中で、営業利益率を維持する範囲での投資を
断⾏し、中期経営計画及び最終的には中⻑期ビジョンの達成に向けて「弾み」をつけることを⽬指す

チームスピリットの成⻑戦略：中期経営計画（3ヵ年） 20

売上 及び ARR⽬標 営業利益⽬標

49.2億円
44.2億円

38.3億円

44.1億円

売上 ⽬標額 78億円

中⻑期ビジョン
⽬標ARR

100億円

ARR 70億円

2024/8 2025/8 2026/8 2027/8 2028/8 2029/8 2030/8

⽬標 営業利益率 15 ％

中⻑期ビジョン
⽬標 営業利益率

20 %

（換算営業利益額）12億円

△  0.87億円

2.6億円

5.5%

2024/8 2025/8 2026/8 2027/8 2028/8 2029/8 2030/8

7.6%

4.6億円

70億円

60億円

49億円
44億円

5.3億円

7.6%
57億円

50億円
44億円

38億円
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売上の推移（通期ベース） 21

2022/8期 2023/8期 2024/8期 2025/8期 2026/8期 2027/8期

年平均成⻑率

16.9 %

32.6億円

38.0億円

44.2億円

49.2億円

60.7億円

70億円
業績予想

YoY成⻑率

+15.1 %
（前年 +23.5%）

● 2026年8⽉期は、前年同期⽐+23.5%と成⻑が加速し、売上⾼60.7億円を達成

● 2027年8⽉期は、前年同期⽐+15.1%の70億円の達成を⽬指す
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営業利益の推移（通期ベース） 22

2022/8期 2023/8期 2024/8期 2025/8期 2026/8期 2027/8期

成長投資による赤字期

▲1.1億円

▲2.1億円

▲0.8億円

2.6億円

4.6億円

5.3億円
業績予想

YoY成⻑率

+15.4 %
（前年 +15.1%）

● 2026年8⽉期は増収効果と規律あるコスト運⽤により利益創出⼒が⼤幅向上し4.6億円を達成

● 2027年8⽉期は営業利益5.3億円（前期⽐+15.4%）を計画し、2桁利益成⻑を継続
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2025/8 2026/8 対前年同期⽐ 2027/8 対前年同期⽐

通期実績 通期実績 通期業績予想

売上⾼ 4,922 6,079 +23.5% 7,000 15.1%

ライセンス 4,021 4,596 +14.3% 5,200 13.1%

プロフェッショナルサービス 900 1,482 +64.6% 1,800 21.4%

営業利益 269 463 +71.8% 535 15.4%

（営業利益率） 5.5% 7.6% +2.1pt 7.6% +0.0pt

当期純利益*1 362 351 -3.1% 405 15.3%
ARR*2 4,414 5,011 +13.5% 5,600～5,700 +11.7~13.7%
（ARR純増） 578 596 +3.1% 600~700 +0.6~17.4%

2027年8⽉期 通期 業績予想
● 営業利益率を維持しつつ（ ＝ 増収増益トレンドは維持）、攻守両⾯での戦略投資を実施する

● 同時に、Salesforce社のセキュリティ強化の影響が少なくとも今期は続くという保守的な⾒⽴てから
ARR純増は昨期⽬標と同規模（6～7億円）とし、累計ARRは56～57億円への拡⼤を⾒込む

● 以上の前提に基づき、2027年8⽉期の通期業績予想値として、売上⾼70億円、営業利益約5.3億円、当
期利益約4億円（昨対伸⻑率はいずれも15%超）を⾒込む

23

(百万円)

*1 親会社株主に帰属する純利益
*2 ARR: Annual Recurring Revenue  毎年決まって得られるもので初期導⼊分など⼀時的なものは含まず、主にサブスクリプションサービス（⽉額・年額制）から得られる売上を指す
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直近の業績（2026年8⽉期 通期）

04
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財務数値サマリー 2026年8⽉期 第4四半期 
● Salesforce社のセキュリティ強化の強制適⽤による新規商談の⻑期化・期ズレ等が続いているものの、

第4四半期のARR純増額は2.83億円と⼤幅に改善し、過去最⼤の四半期純増額を更新（※事象の詳細は次⾴）

● 売上⾼は対前年同期⽐で+20%超伸⻑し、営業利益は例年同様に期末賞与の計上等がありつつも、
想定より上振れて着地

25

2025/8期 2026/8期 2026/8期 対前年同期⽐

Q4実績 Q3実績 Q4実績

売上⾼ 1,366 1,551 1,646 +20.5%

ライセンス 1,064 1,177 1,188 +11.7%

プロフェッショナルサービス 302 373 457 +51.4%

営業利益 1 198 32 +1768.0%

（営業利益率） 0.1% 12.8% 2.0% +1.9pt

当期純利益*1 137 136 56 -58.5%

ARR*2 4,414 4,727 5,011 +13.5%

（ARR純増） 207 49 283 +36.9%

(百万円)

*1 親会社株主に帰属する純利益
*2 ARR: Annual Recurring Revenue  毎年決まって得られるもので初期導⼊分など⼀時的なものは含まず、主にサブスクリプションサービス（⽉額・年額制）から得られる売上を指す
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● Salesforce社は同社プラットフォームの利⽤ユーザー企業、及び、パートナー企業に対する
セキュリティ強化策の強制適⽤開始を発表（5⽉発表・6⽉から適⽤開始）

参考：Salesforce社によるセキュリティ強化の強制適⽤開始 26

当社事業への影響

既存顧客において、Salesforce社のセキュリティ強化の 
強制適⽤開始を受けた対応が必要に

将来の潜在顧客に対しても、同内容を踏まえた提案活動が
必要に

進⾏中の商談においては、同内容の説明と影響の精査・
対応策の検討・提案等が求められる状況に

⇒ 商談プロセスの伸延・⻑期化が発⽣

2

3

1

https://successjp.salesforce.com/article/NAI-001221

再掲

https://successjp.salesforce.com/article/NAI-001221
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財務数値サマリー 2026年8⽉期 通期実績
● ARR純増額は、想定外の事象（Salesforceのセキュリティ強化の強制適⽤）の発⽣によって⽬標レンジに

わずかに及ばなかったものの、累計でのARRは50億円の⼤台を突破して⽬標レンジ内に着地
● 売上⾼は対前年同期⽐で+23.5%伸⻑し、60億円を突破
● 営業利益は対前年同期⽐で1.7倍、当期純利益も昨期の税効果影響を除いたベースでは同1.4倍に拡⼤

(百万円)

27

2025/8期 2026/8期 対前年同期⽐ 2026/8期 達成率

通期実績 通期実績 通期業績予想

売上⾼ 4,922 6,079 +23.5% 5,700 106.7%

ライセンス 4,021 4,596 +14.3% 4,600 99.9%

プロフェッショナルサービス 900 1,482 +64.6% 1,100 134.8%

営業利益 269 463 +71.8% 430 107.8%

（営業利益率） 5.5% 7.6% +2.1pt 7.5% +0.1pt

当期純利益*1 362 351 -3.1% 320 109.8%

ARR*2 4,414 5,011 +13.5% 5,000~5,100 98.3%~100.2%

（ARR純増） 578 596 +3.1% 600~700 85.2%~99.4%

*1 親会社株主に帰属する純利益
*2 ARR: Annual Recurring Revenue  毎年決まって得られるもので初期導⼊分など⼀時的なものは含まず、主にサブスクリプションサービス（⽉額・年額制）から得られる売上を指す
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売上⾼推移
● 第4四半期単独での売上⾼のYoY成⻑率は +20%超での伸⻑を継続し、通期ベースでは同+23.5%で伸⻑

● ライセンス売上のYoY成⻑率は通期で +14%超の成⻑

YoY成⻑率 +20.5%

28

2025/8期

Q1 Q2 Q3 Q4

2026/8期

ライセンス売上：

四半期推移

（百万円） YoY成⻑率 +23.5%

2026/8期

通期

2025/8期

通期

+14.3%

+64.6%

売上別の
YoY成⻑率

通期

プロフェッショナル
サービス売上：

連結全社：

Q1 Q2 Q3 Q4
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ライセンス数 及び ARR（年間経常収益）推移

ライセンス数 ARR

（万Lic） （百万円）

エンタープライズ：

ミッド：

スモール：

+32.3%

+24.2%連結全社：

● ライセンス数は80万ライセンスに迫り、累計ARRは前年同期⽐で+13.5%伸⻑して50億円の⼤台を突破

● 引き続きエンタープライズ*1領域が全社のライセンス数及びARR伸⻑を牽引

*1 1社当たりの契約ライセンス数による顧客セグメントの定義は次の通り エンタープライズ：1,000ライセンス以上 ミッド：200～999ライセンス スモール：199ライセンス以下

YoY成⻑率 +19.2%

29

2025/8期

Q4 Q1 Q2 Q3 Q4

2026/8期

YoY成⻑率 +13.5%

+9.7%

△0.9%

顧客規模別の
YoY成⻑率

+9.8%

+1.3%

顧客規模別の
YoY成⻑率

2025/8期

Q4 Q1 Q2 Q3 Q4

2026/8期
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営業利益 及び 営業利益率推移
● 年間を通じた増収効果とコストコントロールにより各四半期で対前年同期⽐で⼤きな増益を達成

● 通期合計の営業利益のYoY成⻑率は1.7倍に拡⼤し、営業利益率は7.6%まで改善

30

2025/8期

Q1 Q2 Q3 Q4

2026/8期

四半期推移 通期

（百万円）

売上⾼営業利益率

営業利益
YoY成⻑率 17.6倍

YoY成⻑率 1.7倍

Q2：

Q1：

2026/8期

通期

2025/8期

通期

通期業績予想: 7.5%
2025/8期 通期実績: 5.5%

Q3：

12.8%

Q1 Q2 Q3 Q4

Q4：

通期業績予想: 7.5%



C
op

yr
ig

ht
 ©

 T
ea

m
S

pi
rit

 In
c.

 A
ll 

R
ig

ht
s 

R
es

er
ve

d.
 

● 変動費は売上増加に連動して推移している⼀⽅、固定費は意志を持ったコントロールを持続

● 最⼤の固定費である⼈件費は例年通り第4四半期の期末賞与の影響で増加するも、通期では+1.2%とほぼフ
ラットで推移して売上⾼⼈件費率も改善傾向

コスト推移 31

2025/8期

Q1 Q2 Q3 Q4

（百万円）

前年同期⽐（YoY）+18.3%

売上⾼⼈件費率

売上原価・販売費
及び⼀般管理費

⼈件費：

PF仕⼊*2：
PS原価*1：
連結全社：

その他：

変動費

前年同期⽐（YoY）+20.7%

2026/8期

通期

2025/8期

通期

+10.0%

+63.7%

費⽬別前年同期⽐
（YoY）

+1.2%

*1 プロフェッショナルサービス原価 プロフェッショナルサービス売上に対応する原価であり、主として導⼊パートナーに対する業務委託費
*2 プラットフォーム仕⼊ ライセンス売上に対応する原価であり、主として株式会社セールスフォース・ジャパンに対するプラットフォーム利⽤料

通期四半期推移

2026/8期

Q1 Q2 Q3 Q4
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従業員数 及び ⼀⼈当たり売上⾼推移

（⼈）

+17.4%改善

（千円）

開発：

セールス&マーケ：

サポート：

合計：

コーポレート：

従業員数 従業員⼀⼈当たり売上⾼*1

前年同期⽐（YoY）

● 引き続きAI活⽤による業務効率化を進め、⼈員増は⼩幅に留まる形を継続

● 従業員⼀⼈当たり売上⾼でみた⽣産性の継続的な改善が進んでいる状況

*1 各四半期毎の売上⾼を、当該四半期の期⾸と期末の従業員数の平均値で除算し4倍して年換算したもの

前年同期⽐（YoY）+5⼈ (+2.4%)

32

2025/8期

Q4 Q1 Q2 Q3 Q4

2026/8期2025/8期

Q4 Q1 Q2 Q3 Q4

2026/8期
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株主還元策

05



C
op

yr
ig

ht
 ©

 T
ea

m
S

pi
rit

 In
c.

 A
ll 

R
ig

ht
s 

R
es

er
ve

d.
 

当社のキャピタル・アロケーション・ポリシー
● 当社は、⼈的資本への投資やM&Aを含む「成⻑投資」を最優先する
● その上で、新たに、期末時点で翌期の資⾦使途も念頭に、なお⼗分な現預⾦残⾼がある場合、可能な範囲

での⾃⼰株式取得を実施する「⾃⼰株式取得プログラム」を導⼊する

34

● ⼈的資本及び開発投資によるオーガニック成⻑の追求

● M&Aや提携等による外部成⻑性の上乗せ

● 株主優待に加え「⾃⼰株式取得プログラム」を導⼊する

● 引き続き、より適切な株主還元のあり⽅を追求する

成⻑投資

借⼊⾦の弁済

株主還元

● 借⼊余⼒の拡⼤を⽬指し、着実な約定弁済を⾏う

● 加重平均資本コスト（WACC）の最適化を⽬指す

2

3

1

継続的な成⻑
実現に向けた

バランスの追求
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期末時点で翌期の資⾦使途も念頭に、
なお⼗分な現預⾦残⾼がある場合、

可能な範囲での⾃⼰株式の取得を⾏う

当社の⾃⼰株式取得プログラム
● 従来から実施してきた「機動的な⾃⼰株式取得」に加えて、「⾃⼰株式取得プログラム」として、

今後は期末時点の財務状況を踏まえて、原則として翌期の成⻑投資に⽀障のない範囲で、継続的に
⾃⼰株式取得を検討・実施する

35

市場環境（≒当社の株価⽔準）や、
当社の⼿元資⾦の状況等を総合的に勘案

して、機動的に⾃⼰株式の取得を⾏う

機動的な⾃⼰株式取得

今後これまで

定期

不定期 市場環境（≒当社の株価⽔準）や、
当社の⼿元資⾦の状況等を総合的に勘案

して、機動的に⾃⼰株式の取得を⾏う

（期中）機動的な⾃⼰株式取得

（期末）⾃⼰株式取得プログラム
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当社の⾃⼰株式取得プログラム：初回実施概要
● 2026年8⽉期決算を踏まえた株主還元策として、市場から1.5億円⼜は45万株（⾃⼰株を除く発⾏済⾃⼰

株式数に対する⽐率: 2.96%）を上限とする⾃⼰株式取得を実施する
● 年初実施済の⾃⼰株式取得と合わせた規模は、（⾃⼰株式を除く）発⾏済株式総数対⽐で10%超となる⾒通し

36

⾦額規模
（上限） ● 1.5億円

対象 ● 当社普通株式

株数規模
（上限）

● 45万株
● 発⾏済株式総数（⾃⼰株式を除く）に対する割合：2.96%

取得期間 ● 2026年10⽉23⽇ ～ 2027年4⽉30⽇

取得⽅法 ● 東京証券取引所における市場買い付け
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ポイント制株主優待
● ターゲットとしている4,000株以上保有の株主数は、期末時点で優待制度の導⼊前対⽐ 1.6倍に増加
● 但し、「⾃⼰株取得プログラム」の導⼊による株主還元施策の強化を受けて、本制度においてはターゲット

層への重点配分を継続しながら、株主優待ポイントの進呈数を「従来の半分の規模」に圧縮する形に⾒直す

37

4,000～49,999株保有の株主数 株主優待ポイント 進呈数

保有株式数 進呈ポイント

1,000～1,999株  750ポイント

2,000～2,999株  2,000ポイント

3,000～3,999株  3,750ポイント

4,000～49,999株 12,500ポイント

50,000株以上 20,000ポイント

基準⽇：2027年2⽉及び8⽉末⽇

優待導⼊前対⽐ 

2024/8期
期末

2025/8期
半期末

2025/8期
期末

詳細は「チームスピリットプレミアム優待倶楽部」のWebサイトをご参照ください

2026/8期
半期末

1.6倍
1.3倍

2026/8期
期末

1.5倍

https://teamspirit.premium-yutaiclub.jp/
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ポイントと交換可能な優待商品の⼀例 38

詳細は「チームスピリットプレミアム優待倶楽部」のWebサイトをご参照ください

https://teamspirit.premium-yutaiclub.jp/
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Appendix



2026年8⽉期 通期 At a Glance

ARR*1

5,011百万円
YoY +13.5%  QoQ +6.0%

ライセンス数

791,341

リカーリングレベニュー⽐率＊3 

79.1%

*1 Annual Recurring Revenueの略で当該決算⽉末時点のライセンス契約⾦額の合計（Monthly Recurring Revenue）を12倍して算出
*2 当該決算⽉の直近12ヵ⽉の期間中における解約・削減となったライセンス数÷同期間の開始時点のライセンス数で算出（年間解約率を⽉次平均に換算して表記）
*3 リカーリングレベニュー（ライセンス売上⾼+プレミアサポート売上⾼）÷売上⾼で算出

⽉次解約率（ライセンス数ベース）*2

従業員数契約社数

2,257社

YoY +19.2%  QoQ +7.7%  YoY -0.07pt  QoQ -0.09pt

212名
 YoY +5名 QoQ -2名YoY +78社 QoQ +28社 YoY -6.0pt　QoQ -3.7pt

0.41%
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2026年8⽉期 通期 実績
Appendix

    2026/8期 YoY QoQ 2026/8期 YoY

（百万円） Q4 2025/8期
Q4 増減率 2026/8期

Q3 増減率 通期計画 通期実績 計画
進捗率

2025/8期
通期実績 増減率

売上⾼   1,646 1,366 +20.5% 1,551 +6.2% 5,700 6,079 106.7% 4,922 +23.5%

  ライセンス 1,188 1,064 +11.7% 1,177 +1.0% 4,600 4,596 99.9% 4,021 +14.3%

  プロフェッショ
ナルサービス*1 457 302 +51.4% 373 +22.5% 1,100 1,482 134.8% 900 +64.6%

営業利益 32 1 +1768.0% 198 △83.6% 430 463 107.8% 269 +71.8%

経常利益 34 4 +617.2% 197 △82.3% 430 464 108.0% 277 +67.2%

当期純利益*2 56 137 △58.5% 136 △58.3% 320 351 109.8% 362 △3.1%

*1 スポットサポート売上（新規導⼊⽀援等のスポット⽀援）、プレミアサポート売上（年間契約の有償サポート）、その他売上（初期導⼊費⽤等）から構成
*2 親会社株主に帰属する純利益

41

● 通期の売上⾼はYoY +23.5%の6,079百万円で着地。通期計画を上回る着地で60億円を突破
● 営業利益はYoY+71.8%の463百万円で通期計画を達成
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ARR

● 累積ARRはYoY +13.5%の5,011百万円、四半期ARR純増額は283百万円と過去最⼤の純増
● エンタープライズ*¹のARRは2,177百万円（YoY+24.3%）で着地。引き続き全社のARR伸⻑を牽引

Appendix

（百万円）

*1 当社独⾃のセグメント分類。エンタープライズ：契約ライセンス数が1,000ライセンス以上の企業から構成されるセグメント、ミッド：契約ライセンス数が200～999ライセンスの企業から構成されるセグメント 、
スモール：契約ライセンス数が199ライセンス以下の企業から構成されるセグメント

2023/8期 2024/8期 2025/8期

エンタープライズ：

ミッド：

スモール：

合計：

エンタープライズ

+24.2%

ミッド
+9.8%

スモール
+1.3%

YoY成⻑率

+13.5%

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4

42

Q1 Q2

2026/8期

Q3 Q4
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ライセンス数
Appendix

（Lic）

*1 当社独⾃のセグメント分類。エンタープライズ：契約ライセンス数が1,000ライセンス以上の企業から構成されるセグメント、ミッド：契約ライセンス数が200～999ライセンスの企業から構成されるセグメント 、
スモール：契約ライセンス数が199ライセンス以下の企業から構成されるセグメント

2023/8期 2025/8期

ミッド：

2024/8期

スモール：

合計：

エンタープライズ

+32.3%

ミッド
+9.7%

YoY成⻑率

+19.2%

Q1 Q2 Q3 Q4

43

Q1 Q2

2026/8期

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4

エンタープライズ：

スモール
-0.9%

Q3

● 通期のライセンス純増数は、YoY+19.2%の127,652ライセンスで着地
● エンタープライズ*¹領域は、複数の商談受注により、YoY+32.3%と⾼い成⻑トレンドで全社のライセンス数の

成⻑を牽引

Q4
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解約率
Appendix

（ネガティブチャーン：解約・削減によるARRの減少を既存顧客からの追加受注によるARRの増加が上回っており、新規契約がなくてもARRが増加する状態）

*1 対象⽉の直近12ヵ⽉の期間中に解約・削減となったライセンス数÷同期間の開始時点のライセンス数。年間解約率を⽉次平均に換算して表記
*2 対象⽉の直近12ヵ⽉の期間中に追加・解約・削減により増減したライセンスMRRの合計÷同期間の開始時点のライセンスMRR 年間解約率を⽉次平均に換算して表記

2023/8期 2024/8期 2025/8期

44

Gross⽉次解約率（ライセンス数ベース）*1

Net⽉次解約率（ライセンス MRRベース）*2

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4

QoQ -0.09pt

● Gross⽉次解約率*¹は、0.41%（年換算約4.9%）と低⽔準を維持
● Net⽉次解約率*²は、-0.24%とネガティブチャーンを継続

2026/8期

Q1 Q2 Q3 Q4
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四半期売上⾼ / リカーリングレベニュー⽐率
Appendix

*1 リカーリングレベニュー：解約の申し出がない限り毎年継続される売上（ライセンス売上⾼+プレミアサポート売上⾼）。リカーリングレベニュー⽐率は、リカーリングレベニュー÷売上⾼で算出。

（百万円）

スポットサポート

合計

プレミアサポート
その他

ライセンス

45

Q1 Q2 Q3 Q4

2023/8期 2024/8期 2025/8期

YoY成⻑率

ライセンス売上

+11.7%

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4

リカーリング
レベニュー⽐率

売上⾼

+20.5%

● Q4単独の売上⾼はYoY+20.5%と⾼い成⻑を維持
● スポットサポート売上の伸⻑によりリカーリングレベニュー⽐率*¹は79.1%となるも、収益基盤となるライセ

ンス売上はYoY +11.7%と堅調に推移

2026/8期

Q1 Q2 Q3 Q4
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コスト構造
46

2023/8期 2024/8期 2025/8期

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4

IT関連費

費⽤総額

⼈件費

採⽤費

プラットフォーム仕⼊

広告宣伝費

売上原価・その他

地代家賃
業務委託費

売上⾼総費⽤率

（百万円）

PS原価

Appendix

● エンタープライズ領域の獲得拡⼤に伴い導⼊⽀援コスト(業務委託費・PS原価)が増加
● 売上⾼総費⽤率は期末賞与等の⼀時的要因により前四半期⽐で上昇するも、前年同期⽐ではYoY -1.9ptと収益

性改善が進展

2026/8期

Q1 Q2 Q3 Q4
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従業員数
Appendix

*1 契約社員、執⾏役員を含む(アルバイトを除く) なお、過去分の集計は契約社員、アルバイトを含む(執⾏役員を除く)もので記載していたため、過去分の内訳を修正

2024/8期 2025/8期

（⼈）

開発：

セールス&マーケ：

サポート：

合計：

コーポレート：

2023/8期

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4

● 連結全社での従業員数*¹はYoYで+5名（+2.4%）、QoQで-2名（-0.9%）

● AI活⽤による業務効率化を進め、⼈員増は⼩幅に留まる形を継続

2026/8期

Q1 Q2 Q3 Q4

47
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繰延収益
2,295百万円

（+270百万円）

B/Sの状況

⾃⼰資本⽐率

26.7%

Appendix

（前年度末⽐）

（主な増減要因）
- 繰延税⾦資産△3百万円(⼀時差異の解消に

伴う繰延税⾦資産の回収)
- のれん△8百万円、ソフトウェア△4百万円

(ワークライフログ株式会社の吸収合併に伴
い承継。償却に伴い減少)

- 将来売上に計上される年間ライセンス
料及びプロフェッショナルサービス料
の前受⾦分で、サービスの提供に応じ
て取り崩し、売上⾼に振替えを⾏う

- 当社の契約形態は年間契約であり基本
的には返⾦義務がないため、買掛債務
や預り⾦、借⼊とは異なる性質のもの

流動資産

現預⾦
3,539百万円

（+596百万円）

前渡⾦
519百万円

（+63百万円）

固定資産

778百万円
（△17百万円）

流動負債

3,305百万円
（+456百万円）

純資産

1,398百万円
（△225百万円）

4,355百万円
（+678百万円）

48

（主な増減要因）
- 利益剰余⾦の獲得+351百万円
- ⾃⼰株式の取得△600百万円

短期借⼊⾦
120百万円

（+120百万円）

固定負債
430百万円

（+430百万円）

（主な増減要因）
- 銀⾏借⼊+600百万円(内50百万円は弁

済)

● 2026年1⽉22⽇に実施した⾃⼰株式の取得に伴い⾃⼰資本⽐率は減少するも、⼿元現預⾦約35億円、⾃⼰
資本⽐率26.7%と健全な財務基盤を維持
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チームスピリットだからできるワークログの活⽤事例
Appendix

ワークログの活⽤例：

「勤怠×⼯数（ワークログ）」データで、⽣産性改善へも貢献が可能です

53.1%
71.1%

1⼈1⽇当たりの稼働時間の削減

全社に占める部⾨⽬標達成部署の増加成果（分⼦）

インプット（分⺟）

勤怠実績 ワークログ取得 ⾏動の改善

総労働時間

その他時間

成果達成に
繋がる時間

その他時間

成果達成に
繋がる時間

業務効率化

拡
⼤

効
率

化

分
解

成
果

効
率

化

2年間

2％削減

労働⽣産性の改善

49

LIFULL様: ワークログ活⽤と労働⽣産性改善の取り組み
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導⼊事例 第⼀三共株式会社 様

SAPジャパンニュースセンター
（https://news.sap.com/japan/2025/03/0317_sap-successfactors-is-now-adopted-as-daiichisankyos-global-hr-platform/）

チームスピリット プレスリリース（https://corp.teamspirit.com/ja-jp/news/release/2025/03/daiichisankyo）

50
Appendix

https://news.sap.com/japan/2025/03/0317_sap-successfactors-is-now-adopted-as-daiichisankyos-global-hr-platform/
https://corp.teamspirit.com/ja-jp/news/release/2025/03/daiichisankyo
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SAPジャパン ニュースセンター（https://news.sap.com/japan/2023/06/0605_shiseido-successfactors/） EnterpriseZineニュース（https://enterprisezine.jp/news/detail/12940）

導⼊事例 株式会社資⽣堂  様
51

Appendix

https://news.sap.com/japan/2023/06/0605_shiseido-successfactors/
https://enterprisezine.jp/news/detail/12940
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SAPジャパン ニュースセンター（https://news.sap.com/japan/2024/09/hrconnect-2/） チームスピリット プレスリリース（https://corp.teamspirit.com/ja-jp/news/release/2023/06/mizkan）

導⼊事例 ミツカングループ 様
52

Appendix

https://news.sap.com/japan/2024/09/hrconnect-2/
https://corp.teamspirit.com/ja-jp/news/release/2023/06/mizkan
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スーパーフレックス制度
勤務時間を5時から22時までの間で最低3時間/1⽇を個⼈の
裁量で働ける制度を導⼊。個⼈の裁量を増やすからこそ求
められる、⾃⼰管理（セルフマネジメント）⽀援のため、
TeamSpiritのダッシュボードを活⽤（下図）

お取り組みの例

きめ細やかで多彩な勤怠制度の拡充が年々進み、チームスピリットが制度拡充の受け⽫となる

導⼊事例 ミツカングループ 様
53

Appendix
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リスク情報 (1) 認識するリスク 及び (2) リスク対応策

投資者の判断にとって特に重要であると当社が考える事項について、積極的な情報開⽰の観点から記載しているものです。本項の記載内容は当社株式の投資に関する全てのリスクを網羅しているものではありません。
本資料に記載以外のリスクにつきましては、当社の有価証券報告書の「第⼀部 【企業情報】 - 第２ 【事業の状況】 - ２ 【事業等のリスク】」をご参照ください。
現時点において、新たな事業等のリスクの発⽣、⼜は、前連結会計年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。
当社は、これらのリスクの発⽣可能性を認識したうえで、発⽣の回避及び発⽣した場合の迅速な対応に努める⽅針です。

項⽬ 主要なリスク 発⽣
可能性

発⽣時の
影響度 リスク対応策

経営環境やクラウド市場の変
化に関するリスク

顧客企業のIT投資マインドが減退するような場合は、新規契約数が鈍化す
る可能性があります。また、予期せぬ事業環境の変化によりクラウド市場
の成⻑が鈍化した場合は、業績及び中期的な成⻑性に影響を及ぼす可能性
があります。

中 中

TeamSpiritは勤怠管理など顧客企業の従業員が毎⽇必ず使⽤する
機能を提供しており、国内外の経済情勢や景気の変動等を理由と
して直ちに契約が解約される性質のサービスではありませんが、
景気変動や市場環境の変化に柔軟に対応できるよう強固な経営基
盤を構築してまいります。

株式会社セールスフォース・
ジャパンに関するリスク

当社が顧客に提供しているアプリケーションは、株式会社セールスフォー
ス・ジャパンが提供するクラウドプラットフォーム（Salesforce 
Platform）上に構築されており、同社の経営戦略の変更により⽇本での提
供が停⽌となった場合や、セキュリティ認証強化等のプラットフォーム全
体に適⽤されてユーザーの利⽤環境に⼤きな変更が加えられた場合、もし
くは、当社が同社とのOEMパートナー契約の解除事由に抵触し契約を解除
された場合等には当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があ
ります。

中 ⼤

現状、同社との契約における解除条項には抵触しておりません。
また、2026年6⽉に強制適⽤が開始されたセキュリティ認証強化
施策に対しては、当社独⾃開発のセキュリティ強化認証⽀援機能
やサポート体制強化への投資を実施し適切に対応しております。
株式会社セールスフォース・ジャパンと当社は良好な関係を継続
しており、今後も関係性の維持・向上に努めてまいります。

競合環境の変化並びに想定を
上回る解約に関するリスク

顧客企業の利⽤状況や経営環境、競合企業の技術⼒の向上や予期しない
サービスの登場などにより競争が激化する場合には、新規契約数が鈍化す
る可能性や、既存契約先の解約数が増加する等で想定を超える解約が発⽣
した場合、当社の経営成績に影響を与える可能性があります。

中 中 継続的な機能強化や差別化戦略を通じて、継続的に顧客満⾜度を
⾼めることで市場優位性を維持してまいります。

⼈材の確保に関するリスク
従業員の採⽤及び教育が計画通りに進まないような場合や⼈材流出が進む
ような場合には、サービスの円滑な提供及び積極的な受注活動が阻害さ
れ、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

中 中
積極的な採⽤活動を継続するとともに、適切な⼈事評価や社員教
育にも注⼒し、優秀な⼈材の確保とエンゲージメントの強化に取
り組んでまいります。

情報管理体制に関するリスク

当社では業務に関連して多数の顧客企業の情報資産を取り扱っておりま
す。しかしながら、何らかの理由により重要な情報資産が外部に漏洩する
ような場合には、当社の社会的信⽤の失墜、損害賠償責任の発⽣等によ
り、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

低 ⼤

情報セキュリティ基本⽅針を策定し、役員及び従業員に対して情
報セキュリティに関する教育研修を実施する等、継続的に情報管
理体制の強化に努めております。
国際的に認められた情報セキュリティの認証（ISMS（JIS Q 
27001（ISO/IEC 27001）））を取得しており、⽇本国のプライバ
シーマーク認証も取得しています。
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免責事項

• 本資料の掲載内容のうち、過去または現在の事実に関するもの以外は、将来の⾒通しに関する記述に該当します。将来の⾒通
しに関する記述は、現在⼊⼿可能な情報に基づく当社または当社の経営陣の仮定及び判断に基づくものであり、既知または
未知のリスク及び不確実性が内在しています。また、今後の当社または当社の事業を取り巻く経営環境の変化､市場の動向､そ
の他様々な要因により、これらの記述または仮定は､将来実現しない可能性があります。

• 本資料は、いかなる有価証券の取得の申込みの勧誘、売付けの申込みまたは買付けの申込みの勧誘（以下「勧誘⾏為」とい
う。)を⾏うためのものでもなく、いかなる契約、義務の根拠となり得るものでもありません。

• 別段の記載がない限り、本書に記載されている財務データは⽇本において⼀般に認められている会計原則に従って表⽰されて
います。

• 本資料に掲載する情報につきましては、細⼼の注意を払って記載をしておりますが、当社以外の事項に関する情報は、⼀般に
公開されている情報に基づいており、当社はそのような⼀般に公開されている情報の正確性や適切性を検証しておらず、また
これを保証するものではありません。

• 「事業計画及び成⻑可能性に関する事項」は、原則として、本決算の発表に合わせて更新し開⽰いたします。ただし、財務数
値及びKPI数値については四半期決算ごとに開⽰いたします。
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本資料における経営指標、⽤語の定義

経営指標

 MRR MRR＝Monthly Recurring Revenue。各⽉末時点のライセンス契約⾦額の合計

 ARR ARR＝Annual Recurring Revenue。MRR×12で算出

 リカーリングレベニュー 解約の申し出がない限り毎年継続される売上⾼。ライセンス売上+プレミアサポート売上で算出

 リカーリングレベニュー⽐率 売上⾼に占めるリカーリングレベニューの割合。リカーリングレベニュー÷売上⾼で算出

 Gross解約率
 （ライセンス数ベース）

対象⽉の直近12ヵ⽉の期間中における解約・削減となったライセンス数÷同期間の開始時点のライセンス数
（年間解約率を⽉次平均に換算して表記）

 Net解約率
 （ライセンスMRRベース）

対象⽉の直近12ヵ⽉の期間中に追加・解約・削減により増減したライセンスMRRの合計÷同期間の開始時点のライセンス
MRR（年間解約率を⽉次平均に換算して表記）

 ネガティブチャーン
解約・削減によるARRの減少を既存顧客からの追加受注によるARRの増加が上回っており、新規契約がなくてもARRが増加
する状態

⽤語

 会計期間について
20XX/8期：20XX年8⽉期（例：2027年8⽉期（2026年9⽉1⽇〜2027年8⽉31⽇）を2027/8期と記載）
Q1～Q4：四半期会計期間、H1：上半期、H2：下半期

 セグメントについて
エンタープライズ：1社当たりの契約ライセンス数が1,000ライセンス以上の企業から構成されるセグメント
ミッド：1社当たりの契約ライセンス数が200～999ライセンスの企業から構成されるセグメント
スモール：1社当たりの契約ライセンス数が199ライセンス以下の企業から構成されるセグメント

 企業/市場について
エンタープライズ企業（市場）：従業員が1,000名以上の企業（それを対象とした市場）
ミッド企業（市場）：従業員が200～999名の企業（それを対象とした市場）
スモール企業（市場）：従業員が199名以下の企業（それを対象とした市場）

56




